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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内燃機関（１１）において燃料を噴射する燃料噴射弁（３０）を備え、１燃焼サイクル
内で燃料を複数回噴射する多段噴射を実行可能であり、前記燃料噴射弁の駆動に際し、そ
の駆動開始に伴い所定の高電圧を印加し、その高電圧印加の後、所定の低電圧を印加する
燃料噴射システムに適用され、前記燃料噴射弁の駆動を制御する燃料噴射制御装置（４１
）であって、
　前記多段噴射の前段噴射とそれに続く後段噴射とにおいて前記前段噴射による前記後段
噴射への影響を示すパラメータを取得する情報取得部と、
　前記パラメータに基づいて後段噴射の実施態様を補正する補正部と
を備え、
　前記情報取得部は、前記パラメータとして、前記前段噴射と前記後段噴射との間のイン
ターバル時間を取得し、
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記インターバル時間が短い場
合に、当該インターバル時間が長い場合と比べて前記後段噴射を行う際に印加する前記所
定の高電圧を低くする燃料噴射制御装置。
【請求項２】
　前記情報取得部は、前記パラメータとして、前記前段噴射における前記燃料噴射弁への
通電量を取得し、
　前記補正部は、前記通電量に基づいて前記後段噴射の実施態様を補正する請求項１に記
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載の燃料噴射制御装置。
【請求項３】
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記前段噴射時の通電量が多い
場合に、当該通電量が少ない場合と比べて前記後段噴射を行う際の前記燃料噴射弁の駆動
期間を短くする請求項２に記載の燃料噴射制御装置。
【請求項４】
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記前段噴射時の通電量が多い
場合に、当該通電量が少ない場合と比べて前記後段噴射を行う際に印加する前記所定の高
電圧を低くする請求項２又は請求項３に記載の燃料噴射制御装置。
【請求項５】
　内燃機関（１１）において燃料を噴射する燃料噴射弁（３０）を備え、１燃焼サイクル
内で燃料を複数回噴射する多段噴射を実行可能であり、前記燃料噴射弁の駆動に際し、そ
の駆動開始に伴い所定の高電圧を印加し、その高電圧印加の後、所定の低電圧を印加する
燃料噴射システムに適用され、前記燃料噴射弁の駆動を制御する燃料噴射制御装置（４１
）であって、
　前記多段噴射の前段噴射とそれに続く後段噴射とにおいて前記前段噴射による前記後段
噴射への影響を示すパラメータを取得する情報取得部と、
　前記パラメータに基づいて後段噴射の実施態様を補正する補正部と
を備え、
　前記情報取得部は、前記パラメータとして、前記前段噴射における前記燃料噴射弁への
通電量を取得し、
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記前段噴射時の通電量が多い
場合に、当該通電量が少ない場合と比べて前記後段噴射を行う際に印加する前記所定の高
電圧を低くする燃料噴射制御装置。
【請求項６】
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記前段噴射時の通電量が多い
場合に、当該通電量が少ない場合と比べて前記後段噴射を行う際の前記燃料噴射弁の駆動
期間を短くする請求項５に記載の燃料噴射制御装置。
【請求項７】
　前記情報取得部は、前記パラメータとして、前記前段噴射と前記後段噴射との間のイン
ターバル時間を取得し、
　前記補正部は、前記インターバル時間に基づいて前記後段噴射の実施態様を補正する請
求項５又は請求項６に記載の燃料噴射制御装置。
【請求項８】
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記インターバル時間が短い場
合に、当該インターバル時間が長い場合と比べて前記後段噴射を行う際の前記燃料噴射弁
の駆動期間を短くする請求項１～４，７のいずれか１つに記載の燃料噴射制御装置。
【請求項９】
　前記前段噴射の通電終了後に残留する残留磁束の初期値を算出する残留磁束算出部を備
え、
　前記補正部は、前記インターバル時間と前記残留磁束の初期値とに基づいて、前記後段
噴射を行う際の前記燃料噴射弁の駆動期間を補正する請求項１～４，７，８のいずれか１
つに記載の燃料噴射制御装置。
【請求項１０】
　内燃機関（１１）において燃料を噴射する燃料噴射弁（３０）を備え、１燃焼サイクル
内で燃料を複数回噴射する多段噴射を実行可能であり、前記燃料噴射弁の駆動電流を検出
する電流検出部（４４）を備えた燃料噴射システムに適用され、前記燃料噴射弁の駆動を
制御する燃料噴射制御装置（４１）であって、
　前記多段噴射の前段噴射とそれに続く後段噴射とにおいて前記前段噴射による前記後段
噴射への影響を示すパラメータを取得する情報取得部と、
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　前記パラメータに基づいて後段噴射の実施態様を補正する補正部と
を備え、
　前記情報取得部は、前記パラメータとして、前記後段噴射の通電開始後における前記駆
動電流の上昇変化を示す電流変化パラメータを取得し、
　前記補正部は、前記電流変化パラメータに基づいて、前記後段噴射の実施態様を補正す
る燃料噴射制御装置。
【請求項１１】
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記電流変化パラメータの上昇
変化率が大きい場合に、小さい場合と比べて後段噴射を行う際の駆動時間を短くする請求
項１０に記載の燃料噴射制御装置。
【請求項１２】
　前記燃料噴射弁の駆動に際し、その駆動開始に伴い所定の高電圧を印加し、その高電圧
印加の後、所定の低電圧を印加する燃料噴射システムであって、
　前記補正部は、前記後段噴射の実施態様の補正として、前記電流変化パラメータの上昇
変化率が大きい場合に、小さい場合と比べて後段噴射を行う際に印加する所定の高電圧を
低くする請求項１０又は請求項１１に記載の燃料噴射制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内燃機関の燃料噴射制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両等に搭載される内燃機関の各気筒に燃料を噴射供給する燃料噴射弁では、燃料噴射
弁本体への通電時期及び通電時間を制御して弁体（ニードル）を開弁方向に駆動させるこ
とで燃料噴射時期及び燃料噴射量が制御されている（例えば特許文献１参照）。近年では
、１燃焼サイクル内で燃料を複数回噴射する多段噴射により燃焼状態の改善が図られてい
るものがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１６－７５１７１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した燃料噴射弁においては、弁体を閉弁状態へ復帰させた後に燃料噴射に係る動作
の影響が残ることがある。例えば、ソレノイドタイプの燃料噴射弁においては、弁体の復
帰後も磁束が残り、磁束（残留磁束）が消えるまでにある程度の期間を要する。そのため
、上記多段噴射を行う場合には前段の動作の影響が後段の燃料噴射に及ぶことが懸念され
る。このような影響は、要求噴射量と実際の噴射量との誤差を小さくして後段の噴射にお
ける燃料噴射量の適正化を図る上で妨げになる。このように、燃焼状態の改善を図りつつ
燃料噴射量の適正化を図る上で、燃料噴射制御には未だ改善の余地がある。
【０００５】
　本発明は、上記課題に鑑みてなされたものであり、その主たる目的は、燃焼状態の改善
を図りつつ燃料噴射量を適正に制御することができる内燃機関の燃料噴射制御装置を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　以下、上記課題を解決するための手段について記載する。
【０００７】
　本発明の燃料噴射制御装置は、
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　内燃機関において燃料を噴射する燃料噴射弁を備え、１燃焼サイクル内で燃料を複数回
噴射する多段噴射を実行可能な燃料噴射システムに適用され、前記燃料噴射弁の駆動を制
御する燃料噴射制御装置であって、前記多段噴射の前段噴射とそれに続く後段噴射とにお
いて前記前段噴射による前記後段噴射への影響を示すパラメータを取得する情報取得部と
、前記パラメータに基づいて後段噴射の実施態様を補正する補正部とを備えている。
【０００８】
　１燃焼サイクル内で燃料を複数回噴射する多段噴射により燃焼状態の改善を図る場合、
例えば燃料噴射の分割数が多くなることで前段噴射と後段噴射とのインターバル時間が圧
迫される。インターバル時間が短くなれば、前段噴射が後段噴射に及ぼす影響は顕著にな
ると想定される。この点、上記構成によれば、多段噴射時には前段噴射が後段噴射に与え
る影響を加味して後段噴射の実施態様が補正される。例えば、前段噴射の影響によって後
段噴射の噴射量が過多になる場合には、過多にならないようにすることが可能である。こ
れにより、要求噴射量と実際の噴射量とのずれを緩和し、燃料噴射量の適正化に寄与でき
る。また、上記構成によれば、燃料噴射量の適正化が１燃焼サイクル中の分割数やインタ
ーバル時間に係る制約を強くする要因になること、すなわち燃焼状態の改善の妨げになる
ことを好適に抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】第１の実施の形態におけるエンジン制御システムの概略構成を示す図。
【図２】燃料噴射弁の構成及び状態を示す図。
【図３】燃料噴射弁の駆動動作を説明するためのタイミングチャート。
【図４】残留磁束の影響を例示するタイミングチャート。
【図５】分割噴射時のパルス補正処理を示すフローチャート。
【図６】インターバル時間と補正係数との関係を示す図。
【図７】補正前の噴射パルスと補正後の噴射パルスとの関係を示す図。
【図８】第２の実施の形態における印加電圧補正処理を示すフローチャート。
【図９】補正前の印加電圧と補正後の印加電圧との関係を示す図。
【図１０】第３の実施の形態における補正係数設定処理を示すフローチャート。
【図１１】所要時間の差と補正係数との関係を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の車両制御装置を具体化した実施の形態を図面に基づいて説明する。
【００１１】
　＜第１の実施の形態＞
　第１の実施の形態は、車両用のガソリンエンジンを制御する制御システムとして具体化
している。まず、図１に基づいてエンジン制御システムの概略構成を説明する。
【００１２】
　筒内噴射式の多気筒内燃機関であるエンジン１１の吸気管１２の最上流部には、エアク
リーナ１３が設けられ、このエアクリーナ１３の下流側に、吸入空気量を検出するエアフ
ローメータ１４が設けられている。このエアフローメータ１４の下流側には、モータ１５
によって開度調節されるスロットルバルブ１６と、このスロットルバルブ１６の開度（ス
ロットル開度）を検出するスロットル開度センサ１７とが設けられている。
【００１３】
　スロットルバルブ１６の下流側にはサージタンク１８が設けられ、このサージタンク１
８に、吸気管圧力を検出する吸気管圧力センサ１９が設けられている。サージタンク１８
には、エンジン１１の各気筒２１に空気を導入する吸気マニホールド２０が接続され、エ
ンジン１１の各気筒２１には、それぞれ筒内に燃料を直接噴射する電磁式の燃料噴射弁３
０が取り付けられている。エンジン１１のシリンダヘッドには、気筒２１ごとに点火プラ
グ２２が取り付けられており、各気筒２１の点火プラグ２２の火花放電によって筒内の混
合気に着火される。
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【００１４】
　エンジン１１の排気管２３には、排出ガスに基づいて混合気の空燃比又はリッチ／リー
ン等を検出する排出ガスセンサ２４（空燃比センサ、酸素センサ等）が設けられ、この排
出ガスセンサ２４の下流側に、排出ガスを浄化する三元触媒等の触媒２５が設けられてい
る。
【００１５】
　エンジン１１のシリンダブロックには、冷却水温を検出する冷却水温センサ２６や、ノ
ッキングを検出するノックセンサ２７が取り付けられている。クランク軸２８の外周側に
は、クランク軸２８が所定クランク角回転するごとにパルス信号を出力するクランク角セ
ンサ２９が取り付けられ、このクランク角センサ２９のクランク角信号に基づいてクラン
ク角やエンジン回転速度が検出される。
【００１６】
　これら各種センサの出力はＥＣＵ４０に入力される。ＥＣＵ４０は、マイクロコンピュ
ータを主体として構成された電子制御ユニットであり、各種センサの検出信号を用いてエ
ンジン１１の各種制御を実施する。ＥＣＵ４０は、エンジン運転状態に応じた燃料噴射量
を算出して燃料噴射弁３０の燃料噴射を制御するとともに、点火プラグ２２の点火時期を
制御する。これら点火プラグ２２や燃料噴射弁３０には車載のバッテリ５１から電力が供
給される。
【００１７】
　ＥＣＵ４０は、エンジン制御用のマイコン４１（エンジン１１の制御用のマイクロコン
ピュータ）や、インジェクタ駆動用の電子駆動装置（ＥＤＵ：Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｄ
ｒｉｖｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）４２等から構成されている。マイコン４１は、エンジン運転状
態（例えばエンジン回転速度やエンジン負荷等）に応じて要求噴射量を算出するとともに
、この要求噴射量に基づき算出される噴射時間から噴射パルスを生成し、ＥＤＵ４２に出
力する。ＥＤＵ４２では、噴射パルスに応じて燃料噴射弁３０を開弁駆動して、要求噴射
量分の燃料を噴射させる。マイコン４１が「燃料噴射制御装置」に相当する。
【００１８】
　ＥＤＵ４２には、駆動ＩＣ４５、低圧電源部４６、高圧電源部４７、電圧切替回路４８
、電流検出回路４９が設けられている。電圧切替回路４８は、各気筒２１の燃料噴射弁３
０に印加される駆動用電圧を高電圧Ｖ２と低電圧Ｖ１とで切り替える回路であり、具体的
には、図示しないスイッチング素子のオンオフにより、低圧電源部４６と高圧電源部４７
とのいずれかから燃料噴射弁３０のコイルに対して駆動電流を供給させるものとなってい
る。低圧電源部４６は、バッテリ５１のバッテリ電圧（低電圧Ｖ１）を燃料噴射弁３０に
印加する低電圧出力回路を有している。高圧電源部４７は、バッテリ電圧を４０Ｖ～７０
Ｖとなるように昇圧した高電圧Ｖ２（昇圧電圧）を燃料噴射弁３０に印加する高電圧出力
回路（昇圧回路）を有している。
【００１９】
　噴射パルスにより燃料噴射弁３０が開弁駆動される際には、燃料噴射弁３０に対して低
電圧Ｖ１と高電圧Ｖ２とが時系列で切り替えられて印加されるようになっている。この場
合、開弁初期には高電圧Ｖ２が印加されることで燃料噴射弁３０の開弁応答性が確保され
、それに引き続いて低電圧Ｖ１が印加されることで燃料噴射弁３０の開弁状態が保持され
る。
【００２０】
　電流検出回路４９は、燃料噴射弁３０の開弁駆動時における通電電流を検出するもので
あり、その検出結果は駆動ＩＣ４５に逐次出力される。電流検出回路４９は周知構成であ
ればよく、例えばシャント抵抗と比較器とを有するものとなっている。
【００２１】
　ここで、図２を参照して燃料噴射弁３０について説明する。燃料噴射弁３０は、通電に
より電磁力を生じさせるコイル３１と、その電磁力によってプランジャ３２（可動コア）
と一体的に駆動されるニードル３３（弁体）と、プランジャ３２を閉弁方向とは反対方向
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へ付勢するバネ部材３４、ニードル３３等を収容するボディ３５とを有してなる。ボディ
３５は磁性体であり、燃料噴射弁３０における磁気回路を構成している。
【００２２】
　噴射パルスの立ち上がりに伴いコイル３１の通電が開始されると、プランジャ３２及び
ニードル３３がバネ部材３４の付勢力に抗して開弁位置に移動する。これにより、ボディ
３５の噴孔３６からニードル３３が離間して燃料噴射弁３０が開弁状態となり、燃料噴射
が行われる。噴射パルスの立ち下がりに伴いコイル３１の通電が停止されると、バネ部材
３４の付勢力によりプランジャ３２及びニードル３３が閉弁位置に戻ることで燃料噴射弁
３０が閉弁状態となり、燃料噴射が停止される。以下の説明では、プランジャ３２がスト
ッパに当たってそれ以上の開弁方向への移動が制限される位置を、ニードル３３の「フル
リフト位置」と称する。
【００２３】
　なお、ボディ３５には、ニードル３３を収容する収容室３７と、内部の燃料圧力の変化
に応じて開弁方向及び閉弁方向に摺動するコマンドピストンを収容する圧力制御室３８と
が設けられている。コマンドピストンを介してプランジャ３２に燃料圧力を作用させるこ
とによりニードル３３を閉弁方向へ付勢している。燃料噴射を行う際には、圧力制御室３
８の燃料圧力が所定の値以下となることによりコマンドピストンが開弁方向に移動する。
その結果、収容室３７の燃料圧力が圧力制御室３８の燃料圧力を上回り、ニードル３３に
対して開弁方向の力が加えられる。このように、燃料圧力を利用してニードル３３を閉弁
位置に付勢する構成においては、燃料圧力（燃圧）が高くなるほど燃料噴射時の開弁応答
性が低下する。要求噴射量に対する噴射パルスを決定する際には、燃圧に応じて噴射パル
スが調整される。
【００２４】
　次に、図３を参照し、駆動ＩＣ４５及び電圧切替回路４８により噴射パルスに基づき実
施される燃料噴射弁３０の駆動動作を説明する。
【００２５】
　時刻ｔａ１では、噴射パルスの立ち上がりに伴い高電圧Ｖ２が燃料噴射弁３０に印加さ
れる。時刻ｔａ２において、駆動電流が、あらかじめ定めた目標ピーク値Ｉｐに到達する
と、高電圧Ｖ２の印加が停止される。このとき、駆動電流が目標ピーク値Ｉｐに到達する
タイミング又はその直前のタイミングにおいてニードルリフトが開始され、そのニードル
リフトに伴い燃料噴射が開始される。駆動電流が目標ピーク値Ｉｐに到達したか否かの判
定は、電流検出回路４９により検出された検出電流に基づいて実施される。つまり、昇圧
期間（ｔａ１～ｔａ２）では、駆動ＩＣ４５において検出電流がＩｐ以上になったか否か
が判定され、検出電流≧目標ピーク値Ｉｐになった時点で、電圧切替回路４８により印加
電圧の切替（Ｖ２印加停止）が実施される。
【００２６】
　時刻ｔａ３では、バッテリ電圧である低電圧Ｖ１が燃料噴射弁３０に印加される。これ
により、ニードル３３がフルリフト位置に到達した後においてそのフルリフト状態が維持
され、燃料噴射が継続されることとなる。その後、時刻ｔａ５で噴射パルスがオフになる
と、燃料噴射弁３０への電圧印加が停止され、駆動電流がゼロになる。そして、燃料噴射
弁３０のコイル通電の停止に伴いニードルリフトが終了され、それに合わせて燃料噴射が
停止される。
【００２７】
　上述したソレノイド式の燃料噴射弁３０においては、通電に伴って磁束が発生する。こ
の磁束は、電流値の上昇に伴って増大し、電流値に対応した値に収束する（例えば時刻ｔ
ａ４～ｔａ５参照）。このようにして発生した磁束は、通電終了後も直ちに消失すること
はなくコイル３１など燃料噴射弁３０内の磁性材料部分に残った状態となり、時間の経過
に伴って徐々に減少する。そして、ニードル３３が閉弁位置に復帰した時刻ｔａ６の後の
時刻ｔａ７にて消失する。以下の説明では、通電終了後に残留する磁束を残留磁束と称す
る。
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【００２８】
　先の噴射が終了してから後の噴射が開始されるまでの期間が磁束が残留する期間（残留
期間）よりも長い場合には、残留磁束の影響が後の噴射に及ぶことが回避される。本実施
の形態においては、１燃焼サイクル内で燃料を複数回噴射する多段噴射が可能となってお
り、高負荷時や加速過渡時にこの多段噴射を実行する構成となっている。多段噴射におけ
る前段の噴射（以下、前段噴射という）と後段の噴射（以下、後段噴射という）のインタ
ーバル時間は、所定の範囲で可変となっておりエンジン回転速度等に応じて設定される。
ここで、インターバル時間が残留期間よりも短い場合には、残留磁束の影響が後段噴射に
及ぶこととなる。以下、図４を参照して残留磁束の影響について説明する。図４では、多
段噴射における前段噴射及び後段噴射を例示しており、説明の便宜上、残留磁束の影響が
ない場合の電流、磁束、ニードルの位置の変化を２点鎖線によって併記している。
【００２９】
　時刻ｔｂ１にて前段噴射用の通電が開始されると駆動電流の上昇に伴って磁束が増加す
る。高電圧Ｖ２から低電圧Ｖ１への切り替え（時刻ｔｂ２）により駆動電流が減少すると
、それに応じて磁束も減少し、低電圧Ｖ１時の駆動電流に対応した値に収束する（時刻ｔ
ｂ４）。通電が終了した時刻ｔｂ５では、ニードル３３がフルリフト位置から閉弁位置へ
向けた移動を開始する。これに併せて残留磁束も徐々に減少することとなる。
【００３０】
　ニードル３３の閉弁位置への復帰が完了し且つ磁束が残留している時刻ｔｂ６にて後段
噴射用の通電が開始されると、残留磁束の影響を受けて電流値が速やかに上昇し、ニード
ル３３の開弁方向への動きが後押しされる。このように、残留磁束がない場合と比較して
噴射弁の応答性が高くなることで、ニードル３３がフルリフト位置に到達するまでの時間
が短くなる（時刻ｔｂ６～ｔｂ８参照）。この結果、同じパルス幅で比較した場合に、残
留磁束がない場合と比べてニードル３３がフルリフト位置に保持される時間が長くなり、
実際の燃料噴射量が要求噴射量を上回ることとなる。
【００３１】
　既に説明したように、残留磁束は通電終了直後が最も多く、時間の経過とともに減少す
る。このため、前後の噴射のインターバルが小さいほどその影響が顕著になり、実際の燃
料噴射量と要求噴射量とのずれも大きくなる。
【００３２】
　残留磁束の影響によって実際の噴射量が要求噴射量とずれることは、燃料噴射量の適正
化を図る上で妨げになる。本実施の形態においては、このような事情に配慮して、多段噴
射における後段噴射について残留磁束に配慮した補正（パルス補正処理）を行うことによ
り上記ずれを抑制している。以下、図５を参照してパルス補正処理について説明する。パ
ルス補正処理は、ＥＣＵ４０（マイコン４１）にて後段噴射のパルス幅を確定する際に実
行される処理である。
【００３３】
　パルス幅補正処理におけるステップＳ１１では今回の燃料噴射にて多段噴射を実施する
か否かを判定する。ステップＳ１１にて否定判定をした場合には、そのまま本パルス補正
処理を終了する。ステップＳ１１にて肯定判定をした場合には、ステップＳ１２に進む。
ステップＳ１２では、前段噴射時の噴射パルス幅及び燃料圧力から残留磁束の初期値、詳
しくは通電終了時の残留磁束の値を算出する。具体的には、マイコン４１には残留磁束の
初期値と噴射パルス幅及び燃料圧力との関係を示すマップが記憶されており、このマップ
を参照して残留磁束の初期値を算出する。
【００３４】
　本実施の形態に示す燃料噴射弁３０においては、構造上の理由から燃料圧力が高いほど
開弁応答性が低くなる傾向がある。このような応答性の低下に配慮して目標ピーク値Ｉｐ
の引き上げがなされる。すなわち、噴射パルスの幅（詳しくは高電圧Ｖ２を印加する期間
）が長くなるように設定される。この結果、通電時の電流が多くなり（図３の２点鎖線参
照）、残留磁束の初期値が大きくなり得る。燃料圧力を考慮して残留磁束の初期値を算出



(8) JP 6642403 B2 2020.2.5

10

20

30

40

50

することにより、その確からしさの向上を図っている。
【００３５】
　ステップＳ１２の処理を実行した後は、ステップＳ１３にて後段噴射が開始されるまで
のインターバル時間を特定する。具体的には、マイコン４１にて噴射要求に応じて事前に
算出されたインターバル時間を読み込む。
【００３６】
　ステップＳ１３の処理を実行した後は、ステップＳ１４にて残留磁束を算出する。マイ
コン４１には残留磁束の初期値とインターバル時間との関係が予めマップ化された状態で
記憶されており、このマップ、ステップＳ１２にて算出した残留磁束の初期値及びステッ
プＳ１３にて特定したインターバル時間から、後段噴射開始時の残留磁束を算出する。
【００３７】
　続くステップＳ１５では算出した残留磁束から後段噴射のパルス幅を補正する補正係数
を算出する。図６に示すように、補正係数は算出された残留磁束が０である場合には１と
なり、残留磁束が多くなることで、すなわちインターバル時間が短くなることで小さくな
る。ステップＳ１６では、ステップＳ１５にて算出した補正係数を用いて（乗じて）後段
噴射のパルス幅を補正する。残留磁束の影響により燃料噴射量が過多となる場合には、そ
のずれを打ち消すようにしてパルス幅が減縮されることとなる（図７参照）。
【００３８】
　なお、本実施の形態においては、前段噴射のパルス幅、燃圧及び後段噴射開始までのイ
ンターバル時間に基づいて残留磁束を算出する機能（ステップＳ１２～Ｓ１４）が「情報
取得部」に相当し、補正係数を用いてパルス幅を変更する機能（ステップＳ１５～Ｓ１６
）が「補正部」に相当する。
【００３９】
　以上詳述した第１の実施の形態によれば、以下の優れた効果を奏する。
【００４０】
　多段噴射時には前段噴射が後段噴射に与える影響を加味して後段噴射の実施態様が補正
される。例えば、前段噴射時に生じた磁束が残留し、その残留磁束の影響によって後段噴
射における噴射量が過多になる場合には、後段噴射の噴射量を減らすように補正される。
これにより、要求噴射量と実際の噴射量とのずれを緩和し、燃料噴射量の適正化に寄与で
きる。
【００４１】
　また、前段噴射の影響を加味して後段噴射の実施態様が補正されるため、前段噴射と後
段噴射とのインターバル時間を残留磁束に配慮して決定する必要がなくなる。インターバ
ル時間が短くても残留磁束の影響を打ち消すことができるため、噴射の多段化を促進して
燃焼状態の改善に好適に寄与できる。
【００４２】
　燃料圧力及びインターバル時間等から残留磁束を推定する構成とすれば、後段噴射を開
始する前に補正係数を算出することができ、実際に多段噴射を行う場合に当該補正係数の
適用が遅れることを回避できる。
【００４３】
　前段噴射と後段噴射とのインターバル時間が短いほど前段噴射時の影響（残留磁束）が
大きくなる。後段噴射開始時の残留磁束が大きいほど後段噴射におけるニードル３３が開
弁方向へ移動しやすくなるため、結果として実際の噴射量が要求噴射量よりも多くなり得
る。そこで、インターバル時間が短いほど噴射パルスの出力時間を短くすれば、残留磁束
の影響を好適に打ち消すことができる。
【００４４】
　＜第２の実施の形態＞
　上記第１の実施の形態では、前段噴射時の燃料圧力及びパルス幅や後段噴射までのイン
ターバル時間等（「パラメータ」に相当）に応じて後段噴射のパルス幅を補正することに
より要求噴射量と実際の噴射量とのずれを軽減する構成とした。本実施の形態では、要求
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噴射量と実施の噴射量とのずれを軽減するための具体的構成（補正処理の内容）が上記第
１の実施の形態と相違している。以下、図８～図１０を参照して、本実施の形態における
多段噴射時の補正処理について説明する。
【００４５】
　図８に示す印加電圧補正処理については、上記第１の実施の形態における補正処理（図
５参照）と同様に、後段噴射に対する前段噴射の影響を示すパラメータを把握する部分と
その結果に基づいて燃料の噴射態様を補正する部分とに大別される。このうち前段噴射の
影響を把握する部分（ステップＳ２２～Ｓ２４）については、上記ステップＳ１１～Ｓ１
４の処理を同様であるため説明を割愛する。
【００４６】
　ステップＳ２２～Ｓ２４にて後段噴射開始時の残留磁束を算出した後は、その算出結果
に基づいて後段噴射における印加電圧（詳しくは高電圧Ｖ２の昇圧レベル）を補正する補
正係数を決定する。図９に示すように、補正係数は算出された残留磁束が０である場合に
は１となり、残留磁束が多くなることで、すなわちインターバル時間が短くなることで小
さくなる。ステップＳ２６では、ステップＳ２５にて算出した補正係数を用いて（乗じて
）後段噴射における高電圧Ｖ２の昇圧レベル（度合い）を補正する。なお、本実施の形態
における高圧電源部４７は出力電圧が異なる複数の出力部を有してなり、補正結果に応じ
てそれら出力部を切り替えることで出力電圧を変更可能となっている。
【００４７】
　残留磁束の影響が後段噴射に及ぶ場合には、図１０に示すように後段噴射における昇圧
レベルを引き下げる。昇圧レベルが低くなれば、ニードル３３がフルリフト位置に到達す
るまでに要する時間が長くなり、同じ噴射パルス幅で比較すれば燃料噴射量が減少する。
残留磁束の影響により燃料噴射量が過多となる場合には、そのずれを打ち消すようにして
昇圧レベルを引き下げることにより、燃料噴射量の適正化に寄与できる。
【００４８】
　なお、前段噴射の影響が後段噴射に及ぶ場合に、その影響によって要求噴射量と実際の
噴射量との間に生じるずれを軽減する上では、本実施の形態に示した昇圧レベルの補正と
、第１の実施の形態に示した噴射パルス幅の補正とを併用することも可能である。
【００４９】
　＜第３の実施の形態＞
　上記第１の実施の形態では、前段噴射の態様から後段噴射にどの程度の影響が及ぶかを
推定する構成とした。本実施の形態においては、実際に後段噴射に及んでいる影響を実測
（検出）する構成となっている点で第１の実施の形態と構成が相違している。以下、図４
及び図１０を参照して本実施の形態における特徴的な構成、具体的には燃料噴射として多
段噴射が実施される場合にマイコン４１にて実行される補正係数設定処理について説明す
る。
【００５０】
　図１０に示す補正係数設定処理では、ステップＳ３１にて多段噴射における前段噴射中
、より詳しくは高電圧Ｖ２を印加している最中であるか否かを判定する。ステップＳ３１
にて肯定判定をした場合にはステップＳ３２に進む。ステップＳ３２では駆動電流の電流
値が所定値になったタイミングであるか否かを判定する。ステップＳ３２にて否定判定を
した場合には、そのまま本設定処理を終了する。ステップＳ３２にて肯定判定をした場合
には、ステップＳ３３に進む。ステップＳ３３では通電開始してから電流値が所定値とな
るまでの所要時間を算出する。その後、本設定処理を終了する。
【００５１】
　ステップＳ３１の説明に戻り、ステップＳ３１にて否定判定をした場合、すなわち多段
噴射における前段噴射中ではないと判定した場合には、ステップＳ３４に進む。ステップ
Ｓ３４では多段噴射における後段噴射中であるか否か、より詳しくは高電圧Ｖ２を印加し
ている最中であるか否かを判定する。ステップＳ３４にて否定判定をした場合には、その
まま本設定処理を終了する。ステップＳ３４にて肯定判定をした場合には、ステップＳ３
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５に進む。
【００５２】
　ステップＳ３５では駆動電流の電流値が所定値になったタイミングであるか否かを判定
する。ステップＳ３５にて否定判定をした場合には、そのまま本設定処理を終了する。ス
テップＳ３５にて肯定判定をした場合には、ステップＳ３６に進む。ステップＳ３６では
通電開始してから電流値が上記所定値となるまでの所要時間を算出する。
【００５３】
　ステップＳ３６の処理を実行した後は、ステップＳ３７にて所要時間の差を算出する。
前段噴射にて発生した磁束が残留している状況下にて後段噴射が開始された場合には、駆
動電流の上昇態様が変化する。具体的には、残留磁束の影響によって駆動電流の上昇速度
が高くなる（図４参照）。このため、残留磁束の影響がない場合と比べて所要時間が短く
なる。本実施の形態においては、ステップＳ３７にて算出された所要時間の差が残留磁束
の影響を示す「対応情報」に相当する。
【００５４】
　続くステップＳ３８ではステップＳ３７にて算出した所要時間の差に基づいて補正係数
を設定する。詳しくは、マイコン４１には所要時間の差と補正係数との関係を示すマップ
（図１１参照）が記憶されており、このマップを参照して補正係数が決定される。そして
、決定された補正係数についてはインターバル時間等の可変条件に関連付けられた状態で
記憶される。
【００５５】
　なお、このマップにおいては所要時間の差が０の場合には補正係数が１となり、所要時
間の差が大きい場合には小さい場合と比べて補正係数が小さくなるように（補正の度合い
が大きくなるように）対応付けがなされている。
【００５６】
　ステップＳ３８にて補正係数を設定した後は、本設定処理を終了する。上記第１の実施
の形態とは異なり、本実施の形態においては前段噴射における駆動電流及び後段噴射にお
ける駆動電流の両方を参照して補正係数を設定するため、検出の対象となった多段噴射に
おいては今回設定された補正係数が非適用となる。つまり、設定された補正値は同気筒の
次回以降の燃焼サイクル、詳しくは補正係数設定時と同様の条件下にて実行される燃焼サ
イクルに適用され、設定された補正係数を適用することで燃料の噴射態様が補正されるこ
ととなる。この補正については、第１の実施の形態に示したように噴射パルスの出力期間
を調整する構成（例えば図７参照）としてもよしい、高電圧Ｖ２の昇圧レベルを調整する
構成（例えば図９参照）としてもよい。
【００５７】
　以上詳述したように前段噴射時の駆動電流の波形と後段噴射時の駆動電流の波形との違
いから前段噴射の影響が後段噴射にどの程度およんでいるかを見抜く構成とすれば、補正
係数の確からしさを好適に向上させることができる。
【００５８】
　＜その他の実施の形態＞
　・上記各実施の形態では、１燃焼サイクル内に燃料を２度に分けて噴射する構成につい
て説明したが、分割数については任意である。分割数を３以上とする場合には、先行する
燃料噴射の影響が蓄積される可能性が生じる。例えば、２度目の燃料噴射が１度目の燃料
噴射の影響を受けるのに対して、３度目の燃料噴射が１度目及び２度目の燃料噴射の影響
を受ける場合には、２度目の燃料噴射及び３度目の燃料噴射を区別して補正の態様を決め
る構成とすることが好ましい。
【００５９】
　・上記各実施の形態では、前段噴射における噴射量と後段噴射における噴射量とが一致
している場合について例示したが、分割噴射を行う場合の各噴射における噴射量について
は任意である。エンジン１１の動作状況等に応じて前段／後段の噴射量を可変としてもよ
い。なお、後段噴射の噴射量が少ない場合ほど要求噴射量と実際の噴射量との誤差の影響
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が大きくなる。このような事情に鑑みれば、例えば後段噴射の噴射量が前段噴射の噴射量
を下回る場合等、後段噴射の噴射量が少なくなる場合に、上記補正を行う構成することに
は技術的意義がある。
【００６０】
　・燃料噴射弁３０の通電を終了すると、ニードル３３が初期位置へと復帰する。ニード
ル３３は初期位置に復帰した際に跳ね返る等して揺動する可能性がある。この揺動が収ま
るまでに次の燃料噴射が行われる場合には、揺動の影響が次の噴射に及ぶ可能性がある。
そこで、前段噴射及び後段噴射のインターバル時間の設定範囲と揺動期間とが重なる場合
、すなわち揺動中に燃料噴射を開始する場合には、後段噴射に係る上記補正に当該揺動の
影響を加味して噴射態様を補正する構成とすることが好ましい。
【００６１】
　・燃料噴射弁３０を駆動させた際の駆動電流については電圧に左右される。バッテリ電
圧（低電圧Ｖ１）を印加して開弁維持を実現している場合には、残留磁束がバッテリ電圧
に応じて増減し得る。経時劣化等の影響によってバッテリ電圧が基準電圧からずれる可能
性に配慮し、前段噴射の影響を、前段噴射時のパルス幅、燃圧及び後段噴射開始までのイ
ンターバル時間から算出する場合には、それら各種情報に加えバッテリ電圧（例えば前段
噴射終了時の電圧）を考慮することが好ましい。
【００６２】
　・上記第１及び第２の実施の形態では、多段噴射を実施する場合に前段噴射のパルス幅
及び燃料圧力から残留磁束の初期値を算出し、その初期値と後段噴射までのインターバル
時間とから後段噴射開始時の残留磁束を算出する構成としたが、後段噴射開始時の残留磁
束を算出する場合に上記初期値の算出を経由するか否かについては任意である。例えば、
前段噴射のパルス幅、燃料圧力及びインターバル時間から後段噴射開始時の残留磁束を直
接求めてもよい。
【００６３】
　・上記第１及び第２の実施の形態では、噴射パルスの幅（通電時間）等に応じて補正値
を決定する構成とした。後段噴射に対する前段噴射の影響を示すパラメータについては噴
射パルスの幅等に限定されるものではない。燃料噴射弁３０への通電量（例えば、駆動電
流の積算量や駆動電流のピーク値）に基づいて補正値を決定する構成とすることも可能で
ある。なお、駆動電流に関連する複数種のパラメータ（例えば噴射パルスの幅及び通電量
の両パラメータ）に基づいて補正値を決定する構成としてもよい。
【００６４】
　・上記第３の実施の形態では、前段噴射時の駆動電流と後段噴射時の駆動電流を比較し
、駆動電流の変化の違いから前段噴射の影響を特定する構成としたが、これに限定される
ものではない。マイコン４１に基準となる駆動電流の変化を記憶しておき、その駆動電流
と後段噴射時の駆動電流とを比較して前段噴射の影響を特定する構成とすることも可能で
ある。
【００６５】
　・上記第３の実施の形態では、駆動電流が所定量となるまでの時間を比較することで残
留磁束の影響を特定する構成としが、これに限定されるものではない。例えば、通電開始
後の単位時間当たりの駆動電流の電流上昇量を比較することで残留磁束の影響を特定して
もよいし、通電開始から所定の待機時間を経過した後の電流値を比較することで残留磁束
の影響を特定してもよい。
【００６６】
　・上記各実施の形態に示した燃料噴射弁３０では燃料圧力を利用してニードル３３を閉
弁方向へ付勢する構成としたが、ニードル３３の付勢をどのように行うかについては任意
であり、必ずしも燃料圧力を利用する必要はない。
【００６７】
　・上記各実施の形態では、駆動電流から磁束密度を算出する構成としたが、磁気センサ
等を用いて磁束密度を計測する構成とすることも可能である。
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【００６８】
　・上記各実施の形態では、燃料噴射弁３０の駆動部をソレノイドとする場合について例
示したが、燃料噴射弁３０の駆動部の具体的構成については任意である。例えば、ピエゾ
アクチュエータとすることも可能である。ピエゾアクチュエータについては、溜まってい
る電荷量が最大となった場合に動作を開始する。通電が終了すると、電荷量が減少しても
とに戻るが、その過程（電荷が残っている状態）で再び通電された場合には、動作が開始
するまでの所要時間は短くなる。このような事情に鑑みた場合、電荷が抜けきらないうち
に再び通電される状況下においてはパルス幅を短縮する等の補正を行うことで、要求噴射
量と実際の噴射量とのずれを好適に緩和できる。
【符号の説明】
【００６９】
　１１…エンジン、３０…燃料噴射弁、３３…ニードル、４１…マイコン、４６…低圧電
源部、４７…高圧電源部、４９…電流検出回路、５１…バッテリ。

【図１】 【図２】
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【図７】

【図８】

【図９】
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